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要約（Abstract） 
本論文は、英国におけるイングランド銀行の国債保有構造が、歴史的に国民の富を金融資本層へ移転させる
「収奪の装置」として機能してきた側面を分析する。特に近年の量的緩和（QE）から量的引き締め（QT）
への転換期において、税金による中央銀行の損失補填が公共サービスを圧迫している実態を明らかにする。
これに対し、2026年に審議中の「地方分権法」による法的武装と、AI・ロボットを活用した自給自足型コ
ミュニティの形成が、中央集権的金融システムからの脱却（デカップリング）を可能にする人類史的な転換
点であることを論じる。 
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1. 序論：利息による富の循環構造の成立 
英国の近代史は、1694年のイングランド銀行（BoE）設立に始まる。当初、戦費調達のために民間資本と
して設立されたBoEは、1946年の国有化を経て、「国家の銀行」としての地位を確立した。しかし、本質
的な構造は**「負債に基づき通貨を発行し、利息を伴って回収する」**という負債経済モデルのままであっ
た。このモデルは、国債というツールを通じて、国民の労働成果を利息として資本家層へ移転させる「見え
ない収奪」の装置として機能してきた。 

2. 第1期：国債と量的緩和による格差の拡大（2009年～2021年） 
2008年の金融危機後、BoEは量的緩和（QE）を開始した。中央銀行が発行した巨額の資金は、国債の買い
入れを通じて金融市場に注入された。 
資産価格の暴騰: この資金は実体経済ではなく株式や不動産市場に流れ込み、資産保有層（上位10%）の富
を爆発的に増やした。 
国債の罠: 国債の発行残高が増えるほど、将来の納税者が支払うべき利息負担が増大し、公共サービスへの
予算が削られる「富の逆再分配」が固定化された。 

3. 第2期：量的引き締め（QT）と「税金による補填」の矛盾（2022年～2025年） 
インフレ抑制のために開始された利上げと量的引き締め（QT）は、さらなる不条理を露呈させた。 
逆ザヤの発生: 政策金利の上昇により、BoEが民間銀行に支払う準備金利息が、保有国債からの利息収入を
上回った。 
直接的な収奪: 英国独自の制度により、このBoEの赤字は財務省（国民の税金）が補填している。2025年ま
でに約1,000億ポンド近い税金が、公共サービスではなく、銀行への利息支払いのために消えた。 

4. 第3期：技術による自治への転換点（2026年～現在） 
金融システムを通じた収奪への対抗策として、英国の各地域で**「物理的な自給」と「金融的な防衛」**を組
み合わせた自治社会への取り組みが人類史的な転換を迎えている。 
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A. 地方分権法による法的武装 
2026年に審議中の「地方分権法（English Devolution and Community Empowerment Bill）」により、
イングランド北部やスコットランドの各地域は、中央の意思決定を介さず予算を執行する「一般能力権限」
を獲得した。これにより、地域独自の生産拠点構築が可能となった。 

B. AI・ロボットによる生産の民主化 
かつては大資本のみが可能だった自動化が、オープンソースのAIや安価な農業ロボットにより、地域単位で
実装可能となった。 
食料自給の優先: スコットランドやウェールズの成功事例に見られるように、AI農業ロボットによる「ポン
ドを通さない食料生産」が、中央銀行のインフレ政策から地域を切り離す防波堤となっている。 

C. 資金調達の脱・中央化（DAOと地域ボンド） 
中央銀行のシステムを介さず、住民が直接地域に投資する「コミュニティ・ムニシパル・ボンド（CMB）」
や、スマートコントラクトによる資産管理（DAO）が、利息という名の「収奪」を無効化している。 

5. 結論：人類史における「自治」の再定義 
英国の歴史を振り返れば、17世紀の銀行設立以来、人類は「通貨という共通言語」を信じた結果、そのシ
ステムを管理する者に富を収奪される構造に陥った。 しかし、2026年現在のAI・ロボットによる自給自治
への動きは、「交換のための通貨」よりも「生産のための技術」を地域で所有するという、新たな自立の形
を提示している。これは、グローバルな金融網という隷属からの脱却であり、技術を公共財として取り戻す
「人類史の回帰と進化」である。 

補足ノート：2026年1月現在の法的・地域的状況 
1. 審議状況  
本法案は現在、貴族院の委員会ステージにあり、2026年1月27日、29日に詳細な審議が予定されていま
す。5月の地方選挙に合わせた権限発動を目指しています。 

2. 「一般能力権限（GPC）」の拡張  
新設される「戦略的当局」に対し、法律で禁止されていない全活動を認める強大な裁量が与えられます。こ
れにより、地域独自のデジタル製造拠点や独自決済網の法的根拠が確保されます。 

3. 先行地域  
ノーフォーク、サフォーク、グレーター・エセックス等が優先プログラムに指定され、すでにAIを活用した
地域公共サービスの自動化やエネルギー自給への投資計画が策定されています。 
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